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　市町村名 種地

27年
人

国 22年
人 人 人

２７年

17年
人 人

国調

調 27年/22年

％ 人

２２年

27年/17年

％ 人

国調

平均
年齢

平均
年齢

平均
年齢

64歳以上

本　庁

支所・
出張所

42.9 43.1 △ 0.2

施　設 46.4 46.8 △0.5

43.9 44.3 △0.4

44.0 44.4 △ 0.4

△2 支所・
出張所

1.0

施　設 4.0

合　計

1.0

5.0

1.0 3.0

241 1 64歳未満

125 131 △6 本　庁 5.0

△4,116

区　分

増減A-B ３０年度　A

64歳以上△7 60歳以上

△3,811

64歳未満

60歳以上 64歳以上

64歳未満

増減　A-B２９年度　B

60歳以上

△7

職

員

数

及

び

年

齢

区分 ３０年度　A ２９年度　B

職員数 466 473

99 101

242

合　計 466 154,022 330,519 473 158,138 334,330

臨 時 職 員

△168 △9,882

教 育 公 務 員

△7 △4,116 △3,811

うち技能労務職 17 5,912 347,765 17 6,080 357,647

A-D B-E C-F

一 般 職 員 466 154,022 330,519 473 158,138 334,330

E F(E/D)

一

般

職

員

等

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

A B C(B/A) D

一人当たり
支給月額

増 減

区　　　分 職員数 給料月額
一人当たり
支給月額

職員数 給料月額 職員数 給料月額
一人当たり
支給月額

　財政再建 離　　島

　辺地数（37） 山　　村

90.4

52,556

人　　　口

56,605 778.14

53,995基帳

住本

29.1.1

31.1.1

面　　積

94.7 民台 30.1.1

59,314

53,615 (30.10.1) （27年国調）

69

53,204

平 成 ３ ０ 年 度 市 町 村 普 通 会 計 決 算 カ ー ド

市町村番号

市町村類型

Ⅱ－１
３０年度交付税

Ⅰ－２三 次 市
種 地 区 分（２９年度）

6,144

産業構造（分類不能を除く）

第２次第１次 第３次

3,376

人口集中地区

16,409就

業

人

口 12.8

3,085

12.2

11,465

23.3

65.1

5,727

63.9

人口密度

人口（27年国調）

事務の共同処理の状況（一部事務組合名等）

22.7

16,846

区　分

指 定 団 体 等 の 状 況

広島県後期高齢者医
療広域連合

　不 交 付

　低 開 発 過　　疎

農工導入 工　特

公　防

備北地区消防組合

人

人 人千円 千円 千円円 円 円

％

人 人

人

㎢

人

人

％

人

人

％

人

人

歳 歳歳 人 人 人 人人

人

％

人

％

人

％

人

歳
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増減率

1 A △6.1

2 B △9.3

3 C 144.6

4 D 268.9

5 E 42.8

6 F 125.1
96.7 95.8

7 G 5,151.5

- (△2.05)

- (△23.45)

歳　入 実　質 一般会計か

収支額 らの繰入額

40,652,274 466,314

29,359 0 △ 13,500

116 0 104

有 無

○

○

○

○

○

○

○

○

将 来 負 担 比 率

歳　出

収 支 額
普通会計か
らの繰入額

0

13,500

実　質

会 計 別 の 状 況

48.7

6,154

平 成 ２ ９ 年 度 Ｂ 増 減 Ａ － Ｂ

千円

収支額

193,322

らの繰入額

一般会計か

千円

増減　Ａ－Ｂ

収支額

454,767

4,587 0 312

千円

△ 114,639 22,951

89,750

0

普通会計か
らの繰入額

収支額

0

平 成 ２ ９ 年 度 Ｂ

4,899

29,359

普通会計か
らの繰入額

診療所特別会計 57,335 51,181

会 計 名 歳　入

38,081,038

446,790 △ 113,778△ 122,86570,838水道事業会計 △ 52,027

117,686国民健康保険特別会計

千円

法適用

333,012

357,645

368,328

農業集落排水事業特別会計 33,708

(101.1)

23.416.8

51.9

△287.3 債 務 負 担 行 為 額

公 債 費 負 担 比 率

50,109,259 50,209,052

積 立 金

0.332

3.0 2.1

財 政 力 指 数

(100.2)

(41,621) (46,764)

4,445,939

22,738,340

0.334

6,377,09239,624,781

類型

37,997,978 基 準 財 政 需 要 額

平成２９年度

18,945,740 19,121,340

平成３０年度

市町村名

歳 出 総 額 35,923,650

三次市

区　　　　　分 区　　　分

歳 入 総 額

6,412,260基 準 財 政 収 入 額

単 年 度 収 支

Ⅱ－１

平成３０年度 平成２９年度

40,472,960

848,179

実 質 収 支 比 率実 質 収 支 (C-D) 665,789

22,088,315標 準 財 政 規 模

381,865翌年度へ繰り越すべき財源 1,408,539

2,074,328歳入歳出差引額(A-B)

466,314

458,215

△795,037 経常収支比率L/K

1,248,547

247,083 4,705

皆減

皆増

積 立 金 現 在 高

0

199,475

58,123

平 成 ３ ０ 年 度 A

58,123

39,804,095

地 方 債 現 在 高

10,196,686

15,277,041

10 実 質単 年 度収 支 J △858,234

659,636

(F+G+H-I)

普

通

会

計

分

注

1) 経常収支比率欄の（　）書は，臨時財政対策債発行可能額を経常一般財源から

    除いた場合の数値を記入のこと。

2) 積立金現在高欄の（　）書は，財政調整基金及び減債基金の残高を記入のこと。

3) 地方債現在高欄の（　）書は，利率5％を超える地方債現在高を記入のこと。

※ 「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」は黒字の場合「-」の表記となる。

　　参考数値として黒字の比率を（）書としている。黒字の場合△表記となる。

一般会計か実　質

事 業 名

土地取得特別会計

0

(翌年度以降支出予定額)

6,154

36,012,863

らの繰入額

千円

連結実質赤字比率　※

歳　出

(千円)

477,718

平 成 ３ ０ 年 度 A

千円

収 支 額

3,047

0

116104

△ 6,793375,121

△ 51,745

公

営

事

業

会

計

分

一般会計

介護保険特別会計

診療所特別会計

下水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

病院事業会計 86,181

0

3,569

409,390 33,708

244,455

1,004,906

1,624

△ 1,511

197,953 △ 143,406

7341,017,988

1,435

199,460

14,612

154,711

13,101 245,890

1,018,722156,335

861,500 1,507

9 積立金取崩し額 I 1,304,792

8 繰上償還金 H (3,126,829) (4,184,536)
16,198,673

7.5

(△2.98)

(△24.43)

-

-

6,262,552

実 質 公 債 費 比 率 7.0

実 質赤 字比 率 ※

13,506,106

千円 千円 千円 千円

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％

％ ％

％％
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決算額 構成比 経常一般 (K)の 構成比

Ａ 財源(K) 構成比

6,816,620 17.9 6,530,946 29.4 16.7

437,189 1.2 437,189 1.9 1.1

13,173 0.0 13,173 0.1 0.0

22,857 0.1 22,857 0.1 0.1

16,461 0.0 16,461 0.1 0.1

1,016,314 2.7 1,016,314 4.6 2.5

6,124 0.0 6,124 0.0 0.0

152,759 0.4 152,759 0.7 0.4

29,581 0.1 29,581 0.1 0.1

15,407,066 40.5 13,024,777 58.6 38.4

13,024,777 34.3 13,024,777 58.6 33.8

2,382,289 6.2 4.6

23,918,144 62.9 21,250,181 95.6 59.4

10,836 0.0 10,836 0.0 0.0

159,787 0.4 0.5

526,877 1.4 1.2

76,010 0.2 0.2

2,871,945 7.6 8.9

2,425,063 6.4 6.6

222,381 0.6 0.4

60,215 0.2 0.1

1,693,197 4.5 2.9

848,179 2.2 3.6

730,355 1.9 75 0.0 2.0

(21,261,092)

22,230,181

決算額 構成比 基準税額 構成比 円

Ａ ×100/75
千円 ％ 千円 ％

個人分 2,223,633 32.6 2,180,772 32.6

法人分 506,861 7.4 405,189 6.9 円

3,248,944 47.7 3,276,849 48.2

194,101 2.8 198,957 2.8

352,582 5.2 351,745 5.2

290,499 4.3 4.3

4,825 0.1 0.1

1.4

285,674 4.2 4.2 滞　納
繰越分

％ ％

19.4

6,816,620 100.0 6,413,512 100.0 15.6

886,255 17.6

17.0

注 1) 地方債の経常一般財源欄の（　　）書は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債発行額を記入のこと。

2) 合計の経常一般財源の（　　）書は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債発行額を除いた額を記入のこと。

※ 構成比の値は四捨五入の関係で合計欄，小計欄，内訳欄と一致しない場合がある。

88.3

50,000

3,500

/100

14.7/100，12.1/100

合　計
％

97.7

98.0

3,000,000

徴
収
率 合　計

国保税

99.5

97.3

市
 

町
 

村
 

民
 

税

法
 

人
 

分

法人税割

市町村
民　税

97.9

△22.7

2.6

区分

1.3

△9.6

10.7

H29震災復興特別分0円
H30震災復興特別分0円

0.0

△13.0

0.0

27.7

7.4

21.9

59.8

0.6

△9.8

44.0

95.5 △0.3

20.2

130,000

△6.1

均等割

所得割 標準税率に
対する比率

個
 

人

400,000

160,000

△ 2.2

現　年
課税分

固定資産税

4,461

△ 2.3

296,905

8.2

292,444

6,777,934

共同施設税

合　　計 64,882

△ 3.5参

考

国民健康保険税

99.4

0.6

市 町 村 税

0.6

固　定
資産税 99.5

918,171

国民健康保険料

事 業 所 税

水利地益税

民　税 64,882

固 定 資 産 税

鉱 産 税

軽 自 動 車 税

市町村たばこ税

都市計画税

特別土地保有税

目 的 税

旧 法 に よ る 税

入 湯 税

法定外普通税

352,686 △ 0.0

465,473 8.9

△ 0.53,263,674

189,236

1.0

1,750,000

均等割

410,000

千円 ％

（A-B）/B×100

市町村

千円

2,209,960

区　　分 決算額

(21,864,557)
100.0 100.0

809,965

増減率超過課税分

適 用 税 率 の 状 況

(4.4)5,760,222 14.2

37,997,978 100.0合　　計

平 成 ３ ０ 年 度

22,876,079

Ｂ

100.0 40,472,960

収入済額

平 成 ２ ９ 年 度

△41.1

(969,089) (4.4) (1,011,522)

繰 入 金 1,175,624

繰 越 金 1,439,690

地 方 債 4,454,989 11.7

財 産 収 入 182,478

寄 附 金 56,046

1,435諸 収 入

国有提供交付金

都道府県支出金 2,681,225

国 庫 支 出 金 3,608,198

△3.3手 数 料 78,607

△20.4

分担金･負担金 191,807

使 用 料 476,041 8,092

12,455交通安全対策特別交付金

地 方 譲 与 税

16.7

15,538,996

12,455 0.1

小　　計 24,000,602

利子割交付金

株式等譲与所得割交付金

12,902 12,902

28,791

26,807

配当割交付金 28,791

26,807

自動車・軽油交付金

0.0

0.1

24,606 24,606

特　別

ゴルフ場利用税交付金 7,243

地 方 交 付 税

146,689

21,842,575

特別地方消費税交付金

地 方 特 例 交 付 金

普　通 13,673,413 13,673,413

13,673,413

1,865,583

平 成 ２ ９ 年 度

2.1

146,689

1.9

(K)の

0.9

6,777,934

地方消費税交付金 1,003,345 1,003,345

区　　　分

平 成 ３ ０ 年 度

経常一般

433,289 433,289

地 方 税 6,485,490

(千円，％）

備　　　考

28.4

Ｂ 財源(K) 構成比

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

決算額
（Ａ-B）／Ｂ×100

0.1

△4.7

増減率

0.6

4.1

△15.4

△0.8

0.1

0.1

59.8

△20.6

△38.6

7,243

4.4

120,000

150,000

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

道府県民税所得割臨時交付金
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類型

決算額 構成比 経常一般財源 経常収 増減率

Ａ 支比率 （A-B）/B×100

千円 ％ 千円 ％ ％

(18.3)
17.5

(12.0)
11.4

(6.6)
6.4

(23.7)
22.6

(23.7)
22.6

(0.0)
0.0

(48.6)
46.5

(20.2)
19.4

(2.4)
2.3

(12.6)
12.0

(16.4)
15.7

(0.0)
0.0

(100.2)
95.8

5,833,602 16.3 千円 21,915,591 千円 △18.3

79,844 0.2 △15.4

4,538,977 12.7 千円 27,503,477 千円 △34.7

う 1,645,816 4.6 △36.0

ち 2,819,918 7.9 千円 5,638,920 千円 △34.3

1,294,625 3.6 588.3

35,923,650 100.0 △9.3

決算額 構成比

Ａ

千円 ％

266,343 0.7

5,920,060 16.5

9,628,665 26.8

2,819,931 7.9

199,531 0.6

2,228,053 6.2

1,047,500 2.9

3,772,124 10.5

1,445,810 4.0

2,582,149 7.2

1,294,625 3.6

4,718,859 13.1

35,923,650 100.0

注　１) 経常収支比率欄の（　　）書は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債発行額を経常一般財源から除いた数値を記入のこと。

※ 構成比の値は四捨五入の関係で合計欄，小計欄，内訳欄と一致しない場合がある。

※ 経常収支比率の値は四捨五入の関係で計欄，小計欄，内訳欄と一致しない場合がある。

511,652

27,811

2,812,153

3.11,214,540 △13.8

1,390,813

6,545,825 6,422,594

△9.3合　　計 25,283,978 39,624,781 100.0 26,655,298

1,279,074

教 育 費

災 害 復 旧 費

16.5公 債 費

7.12,039,087

188,091564,189

前年度繰上充用金

4,606,543

諸 支 出 金

△27.9

△8.2

3.5

28,757 588.30.5

2,062,666

1,193,281 4.7

△ 18.82,428,099

商 工 費 517,029

1,381,427

2,121,288土 木 費

消 防 費

4,643,480 11.7

労 働 費

農林水産業費 1,286,396

29,531

△8.6

2,168,180 △19.1

26.6 5,900,466

8.8

0.9

2,792,756 7.0

197,811

△20.2

0.5

衛 生 費 2,307,094

14.0

民 生 費 5,998,607 10,534,157

5,551,587総 務 費 4,269,323

3,483,970

千円 千円

議 会 費 265,817

4,242,581

278,984

増減率

Ｂ （A-B）/B×100

千円 ％

一般財源等

6.6

％

100.0 26,655,298

平 成 ３ ０ 年 度

278,398 △4.50.7

平 成 ２ ９ 年 度

備　　　　　　考目 的 別 歳 出

減収補てん債（特例分）　0千円

失業対策事業費 臨時財政対策債　969,089千円 臨時財政対策債　1,011,522千円

合　　計 25,283,978 39,624,781減収補てん債（特例分）　0千円

区　　分 一般財源等 決算額 構成比

10.8 873,128

0.5 28,757

普通建設事業 862,687

災害復旧事業費 564,189 188,091

単  独 805,040 4,293,9986,097,214

投 資 的 経 費 1,426,876

27,358,306

「一般財源等」歳入総額

17.5

補  助 53,639 2,569,865 6.5内臨時的な一般財源等

7,143,45621,497,469

6,955,365

94,396

前年度繰上充用金 充当経常一般財源　Ｌ

うち人件費 64,687

96.7積 立 金 713,046 2.0 369,264 計 △39.1計

592,148 1.5 948

1,170,542 740,4443.0

4,060,546 11.3

△11.40.015,310 (0.0)

3,104,016

0

3,708,305 3,589,706繰 出 金

(101.1)

△3.710.6 3,827,0354,218,088

投資及び出資金･貸付金 524,910 1.5 0

△26.0

(14.6)
14.0

1.6 404,127

3,803,646 3,030,70812.9

404,127 781,073維 持 補 修 費 577,901

(14.3) 3.113.6 4,498,416 11.4

(1.9)

補 助 費 等 4,639,121

4.221.0
(22.0) 5,966,835 15.1 4,426,9444,929,6024,671,138

小　　計 13,358,360 37.1 10,443,676

物 件 費 6,216,164 17.3 5,112,774

内 4,606,400

訳 一時借入金利子 143 0.0

元 利 償 還 金 4,718,716 △27.913.1 4,606,400

10,287,480

143 143

△12.4(48.4)
46.2

472.0

△27.96,422,594 5,174,04720.7 6,545,825 16.5公 債 費 4,718,859 13.1 4,606,543

△4.56.5扶 助 費 3,956,852 11.0 1,468,433

うち職員給 2,939,638 8.2 2,655,066

2.519.04,229,750 (19.9) 4,213,431

△0.711.92,654,963 (12.5) 7.52,960,096

構成比 一般財源等

2,617,951

4,000,122

10,626,978

25

5,174,022

千円

0.2

939,341

3,570,085

「一般財源等」歳入総額

526,658526,658

18.0

46,248

人 件 費 4,682,649 13.0 4,368,700

千円 千円

4,606,543

(21.7)

1,451,187 (6.8)

％

内臨時的な一般財源等

充当経常一般財源　Ｌ

2,745,305

968,098

33,256

4,141,164

％

11.5

10.4

千円

1,452,809

2,636,132

4,567,234

1,456,403

16.56,545,800

38.4 12,092,428

6,422,569

25

15,254,223

25 0.0

市町村名
三次市 Ⅱ－１

性 質 別 歳 出

1.8

(21.7)

2.0

(0.0)
0.0

20.7

区　　分

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度

一般財源等 経常一般財源 経常収

支比率 Ｂ

決算額
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